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（ ）雇用・労使関係に関する専門的な知識経験を有する者の関与する裁判制度の導入の当否についての検討の概要 主要な意見分布の状況

Ⅰ 検討の前提となる認識について

１ 現行の裁判制度を改善する必要性についてどのように考えるべきか。

○ 裁判所の判決の中には、以下のような問題点があり、適切な判断がな ○ 裁判所の判断に重大な問題があるとは言えず、国民の裁判制度に対す

されていないものが見受けられる。 る信頼性は十分に高い。

・ 職場の感覚・経験と異なった判断がなされているもの

・ 専門的知見の欠如が見られるもの等

○ 司法制度改革では、よりよい裁判制度の実現を図る観点から、新たな ○ 裁判所の判断が労使関係者の一致する判断と異なる等、現行の裁判制

制度の導入を検討すべきである。 度を改善すべき問題点の有無についての検証が必要である。

２ 専門的な知識経験を有する者の関与する裁判制度の導入の当否を検討する趣旨についてどのように考えるべきか。

○ 専門的な知識経験の導入とともに、国民の司法参加を通じた国民的基 ○ 裁判官に不足している専門的な知識経験の補充である。

盤の強化である。

○ 労使自治の強化に資する。

３ 労働関係事件の解決に際して、専門的な知識経験の活用の必要性についてどのように考えるべきか。

○ 労働関係事件の処理には、以下のような専門的な知識経験が必要とされる。

・ 労働法（多岐にわたる膨大な内容の法令があり、かつ、頻繁に改正がなされる ）。

・ 労働関係事件に関する判例法理

・ 労使慣行、人事・労務管理制度等の労使関係の制度・技術等の労働関係に関する実態（雇用社会の変化は著しい ）。

・ 自然科学に関する専門的な知識経験（安全衛生関係等）

４ 専門的な知識経験を有する者が裁判に関与することについての国民の信頼性の確保についてどのように考えるべきか。

○ 既存の制度にとらわれず、新しい制度の導入の当否を議論することが ○ 専門的な知識経験を有する者が紛争解決に中立的な立場で関与し、適

必要である。 切な判断が行われることについての十分な実績がなく、国民の信頼を得

ることは困難である。
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Ⅱ 制度上の論点について

５ 専門的な知識経験を有する者が裁判に関与することの当否についてどのように考えるべきか。

(1) 専門的な知識経験の導入の方法についてどのように考えるべきか。

○ 労使関係者等外部の専門的な知識経験を有する者が裁判に関与すべき ○ 裁判官自身が職務、研修等を通じて習得すべきである。

である。 ○ 訴訟の当事者が主張・立証すべきである。

○ 膨大な労働関係の知見を裁判官が全て習得することには限界があり、

外部の者を関与させることが効率的である。

(2) 専門的な知識経験を有する者が関与することにより、適正な紛争解決を図ることができるか。

○ 紛争に係る労使間の妥当な均衡点を見出すことが可能となる。 ○ 関与者各人の経験は限定されている（例 大企業出身者は中小企業の

○ 一般条項の解釈において、複雑な利益衡量や多様な考慮要素の優先順 実情に通じていない等 。）

位の判断が可能となる。 ○ 労働関係の経験に基づく勘、感覚等の全人格的な判断は、内容が曖昧

○ より適切な証拠の見方、事実の評価が可能となる。 で検証できない。

○ 雇用社会の変化等に対応した適正な判断ルールの設定が可能となる。 ○ 判定的な解決を図る裁判の場で、労働関係の利害調整を行う調整力を

○ 専門的な経験則を導入するものであるため、関与する者（労使）の意 導入する必要はない。

見は通常一致し、適正な紛争解決が可能となる。 ○ 法的な判断は裁判官が行うべきである。

(3) 専門的な知識経験を有する者が関与することにより、裁判の中立公正性が損なわれないか。

○ 職業裁判官には憲法上の身分・収入保障があるが、非職業裁判官には

そうした保障がなく、中立公正性を担保することができない。

○ 裁判の場に労使間の政治的対立が持ち込まれるおそれがある。

(4) 専門的な知識経験を有する者が関与することにより、迅速な紛争解決が図ることができるか。

○ 専門的な経験則が導入されることにより、当事者による微細な主張立 ○ 関与する者が不意打ち的に新たな争点を提示する等して、かえって争

証の手間が省かれ、迅速な裁判が可能となる。 点を拡散させるおそれがある。

○ 諸外国の例に照らしても、関与する者（労使）の意見は通常一致する ○ 以下の点からすれば、関与する者の意見が一致するかは疑問である。

と考えられ、裁判が遅延するおそれは少ない。 ・ 我が国には諸外国のような労働参審制の歴史的基盤ないこと。

・ 我が国では労使対立の厳しい事件が訴訟となることが多いこと。
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(5) 専門的な知識経験を有する者が関与する場合、当事者に対する手続保障の在り方についてどのように考えるべきか。

○ 民事訴訟は、当事者が主張・立証を尽くし、厳格な手続を経た事実認

定に基づいて行われるのが原則である。

○ 外部の者が、当事者に明らかでない形で関与することにより、事実認

定や判断の過程にブラックボックスができるおそれがある。

６ 専門的な知識経験を有する者はどのような形態で関与することが適当であるか。

○ 参審制度を導入すべきである。 ○ 専門委員制度を利用することで足りる。

○ 労働調停や専門委員制度を活用して、専門的な知識経験を有する者が

紛争解決手続に関与することについて実績を積み、国民の信頼を得た上

で、参審制度については将来の課題として検討すべきである。

７ 専門的な知識経験を有する者はどのような場面で関与することが適当であるか。

○ 原則として裁判官が関与する場面には全て関与することができるよう ○ 訴訟の場面ごとに関与の必要性を検討すべきである。

にすべきである（ 線」としての関与 。「 ）

① 進行協議や事件の振分けの場面

② 争点及び証拠の整理の場面

○ 争点整理等は職業裁判官が行い、証拠調べのみに関与させることも考 ○ 関与する者が、当事者の主張と異なる争点を不意打ち的に提出するこ

えられる。 とは適当ではない。

○ 争点整理において、労働関係の技術的な専門性であれば、活用が有用

となる余地がある。
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③ 証拠調べの場面

○ 当事者の主張・立証と異なる判断がなされる可能性がある。

④ 和解の場面

○ 和解の長期化を防止しつつ関与させることにより、当事者双方の説得

に資する可能性がある。

⑤ 判決を作成する段階

○ 評決権は別としても、事実認定や事実の評価の面で、関与は有効であ ○ 検証が困難な経験則が導入されることにより、説得力のある判決が書

ると考えられる。 けない可能性がある。

８ 専門的な知識経験を有する者を関与させる場合に、当事者の意向の反映の在り方についてどのように考えるべきか。

○ 一定の事件について、必ず関与させることも考えられる。 ○ 専門的な知識経験を有する者の関与についての当事者の意向を反映さ

せるべきであり、関与させる場合には当事者の同意を得ることが必要で

ある。

○ 専門的な知識経験を有する者の関与の内容についての透明性を確保

し、当事者の反論等を可能とするため、関与する者の意見を当事者双方

が認識できるようにすることが必要である。
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Ⅲ 専門的な知識経験を有する者の確保について

９ 裁判制度に関与し得る専門的な知識経験を有する者を十分に確保することができるか。

○ 業種、企業規模、地域等ごとに、労働関係の現場の経験者を確保する必要がある。

（使用者側）

○ 企業、経営者団体の役職員及びそのＯＢ、労働委員会委員の経験者等

→ 数十人程度。必要とされる専門性の程度が高いほど、確保可能な人数は急激に減少する。

（労働者側）

○ 労働組合の専従者その他の組合活動経験者及びそのＯＢ等

→ 500～1,000人程度（１人当たり年間10件、１件当たり1.5日の関与を想定）

（学識経験者等）

○ 弁護士

→ 経営法曹会議で対応可能な者は数十人程度。

○ 研究者等

１０ 関与する者の有すべき専門性の程度をどのように考えるべきか。

○ 労働法や労働関係に精通している者であれば、訴訟法等については一 ○ 裁判に関与する場合には、労働調停の場合に比べて相当高度な専門性

定の研修を実施すれば足りる。 が必要である。

○ 労働関係に一定年数の経験を有する者であれば、それほど高度の専門

性を必要とはせず、労働調停の場合と同様の専門性で足りる。

１１ 関与する者の負担をどのように考えるべきか。

○ 専門的な知識経験を有する者が裁判制度に関与する場合、裁判の期日

が多くなると、関与する者にとって相当な負担となる点に配慮が必要で

ある。


